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ら行っている水管理手法そのままとし
た。水管理労力は，試験圃場および対
照圃場それぞれの水管理にかかった時
間を作業日誌に記録させ，それを集計
することで求めた。それぞれにかかる
時間は，試験圃場では携帯端末から各
水田の水位などを閲覧する時間および
遠隔制御にかかる時間の合計，対照圃
場では各耕作者の拠点から水田までの
移動および現地での水管理作業にかか
る時間の合計となる。

本システムを用いた水管理による水
位変動の一例として地区 C の結果を
示す（図 -2，期間 6/1 ～ 8/26）。期
間中の 7/11 ～ 7/25 においては，耕
作者の意向により，給排水口での水の
動きを完全に止め，浸透および蒸発散
のみで水位が減少している期間であ
る。試験圃場の水位変動は，設定水位
を 8cm（制御レンジ 1cm）に設定し
たため，雨による急激な水位上昇が
ない場合においては水位 7 ～ 8cm に
安定して保たれていた。一方，対照圃
場は試験圃場に比べ，水位の変動幅が
大きかった（大雨を除き，水位 2 ～
8cm 程度）。

実証地 4 地区の水管理労力の削減
率は，平均で約 8 割減少させる結果
となった（図 -3）。4 地区の削減率に
は 7 ～ 9 割とばらつきがあるが，こ
れは各地の圃場の整備状況や水利条件
の違い，圃場の位置などによるもので
ある。また一部ではシステムの利用に
慣れておらず，必要がなくても携帯端
末などから水位確認をしてしまうこと
や不慣れによって操作に時間がかかる

ことなどのシステムの習熟度も関係し
ていると考えられる。

水稲の収量や品質については，詳細
な数値は掲載していないが対照圃場と
同等の値を得た。つまりは，システム
により水管理を大きく省力しつつも，
同等の収量と品質を確保できることが
わかった。

おわりに

(1)　今後の展開

本 シ ス テ ム を API(Application 
Programming Interface) によって他
のコンテンツと連携することで更なる
効率化と高度化が可能である。その一
例として，本システムと 1km メッシュ
で気温や湿度，降水量や気象予測が得
られるメッシュ農業気象データ（農
研機構 2014）と栽培品種ごとの発育
モデル（堀江・中川 1990）を連携す
ることで，品種や移植日，地点の情報
を使用して，気象条件の変化にも対応
した最適な水管理スケジュールを作成
し，それを本システムで実行すること
が可能となる（図 -4）。これによって，
作期を通じて最適な水管理を自動で行
うことができ，水管理労力の大幅な削
減に加えて，天候を起因とする減収の

抑制や品質の向上などの効果も期待で
きる（若杉ら 2018）。

(2)　まとめ

本研究では新たに開発した圃場水管
理システムの概要と機能について整理
し，全国各地で行われている現地実証
試験の結果の一部を報告させていただ
いた。

圃場水管理システムは給水バルブと
落 水 口 の IoT（Internet of Things）
によって高度な機能を有しており，ク
ラウド上で様々なツールと連携するこ
とでより利便性を高めることができ
る。例えば，本システムと幹線水路や
ポンプなどを制御する広域水管理シス
テムと連携することで，水資源を効率
的かつ安定的に供給することがこれま
でよりも容易になるほか，ポンプ場な
どの水利施設の維持管理労力や費用の
低減にもつながる。また，営農面では
近年普及しつつある営農計画支援ソフ
トと連携することで，本システムの利
便性が向上するだけではなく，田植え
や防除といった営農計画にあわせた細
かな水管理作業を自動で行わせること
も可能になり，より大きな省力効果を
生むこともできる。

図 -4　最適水管理アプリの概要図
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平成 30 年 2 月 1 日現在の集落営農数は 15,111。その集落
営農数を全国農業地域別（表 -1）にみると，東北が最も多く，
次いで九州，北陸の順となる。そのうち，集落営農に占める法
人数は 5,106 で，その法人の割合をみると，全体では 33.8％
であるが，地域別では北陸が 50.1％と最も高く，次いで中国
41.6％，東海35.7％の順となっている。その割合が低い地域は，
北海道 14.9％，東北 26.0％，近畿 26.5％である。

集落営農を構成する農業集落数規模別に集落営農数割合（表
-2）をみると，一つの農業集落で構成されている集落営農が

73.7％と大半を占めている。また，法人の集落営農では，5 集落
以上で構成されている集落営農数の割合は 9.5％となっている。

集落営農を構成する農家数規模別に集落営農数割合（表 -3）
をみると，10 ～ 19 戸で構成されている集落営農が 26.6％と
最も高く，次いで 20 ～ 29 戸が 19.3％，9 戸以下が 19.0％の
順となっている。また，１集落営農当たり構成農家数でみると，
法人は 41.0 戸であるのに対し，非法人は 30.1 戸となっている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（K.O）

平成 30 年集落営農実態調査　①
 ―構成する農業集落と農家数―

　統計データから

全　国 北海道 東　北 北　陸 関東・東山 東　海 近　畿 中　国 四　国 九　州 沖　縄

15,11  1 269 3,344 2,383 1,055 788 2,147 2,144 559 2,415 7

法人割合（％） 14.9 26.0 50.1 33.3 35.7 26.5 41.6 30.6 30.6 -

表-１　全国農業地域別の集落営農数

農業集落数 1 2 3 4 5～9 10集落以上

割合（％） 73.7 10.3 5.1 3.6 4.6 2.6

構成農家数 ９戸以下 10～19戸 20～29戸 30～49戸 50～99戸 100戸以上

割合（％） 19.0　　　　 26.6　　　　　 19.3　　　　　18.4　　　　　11.7 5.0

　注）構成農家数は510,680戸、１集落営農当たり構成農家数は平均 33.8戸。

表-２　集落営農を構成する農業集落数規模別にみた集落営農数割合（全国）

　注）集落営農を構成する農業集落数は30,708集落。
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